


【概要】 

東京工業大学 科学技術創成研究院 未来産業技術研究所の伊藤浩之准教授、益一

哉教授らは情報通信研究機構(NICT)と共同で、高周波圧電共振器(用語 1)を位相

同期回路(PLL、用語 2)に用いるための新しいアルゴリズムと回路技術を開発し

た。従来の PLL に比べ、低雑音かつ優れた性能指数(FoM、用語 3)で動作するこ

とを確認した。 

 この技術により、従来の無線モジュールで小型化・低コスト化のネックになって

いる水晶発振器(用語 4)を高周波圧電共振器に置き換えることができ、IoT 時代に

向けた無線通信システムの小型化・低コスト化・高速化に大きく貢献できる。高周

波圧電共振器は小型で集積化でき、Q 値（用語 5）に優れており、これを用いた発

振器は優れたジッタ(用語 6)特性を有する。高周波圧電共振器は水晶共振器に比べ

共振周波数のばらつきや温度依存性が大きいことが課題だったが、新規のアルゴリ

ズムであるチャネル調整技術を用いた PLL の開発により課題を解決した。 

最小配線幅 65nm のシリコン CMOS プロセスで試作、最高約 9GHz の周波数出

力をわずか180フェムト秒（用語7）の位相ゆらぎで達成した。消費電力は12.7mW。

この性能は PLL の性能指数 (FoM)で-244dB（用語 8）に相当し、小数点分周（フ

ラクショナル N）PLL（用語 9）としては世界トップクラスの性能である。無線通

信システムの小型化・低コスト化、高速化に貢献できる。 
成果は 6 月 14 日からハワイで開催される「The 2016 Symposium on VLSI 

Circuits」で現地時間 6 月 17 日に発表される。 
 

 
 
●研究背景 
 近年の無線通信システムでは、必要な機能の大部分が集積回路チップ上に実装

されている。一方で、周波数基準信号（参照信号）を生成するために水晶共振器

がいまだに個別の部品として用いられており、これらがモジュールの小型化・低

コスト化のボトルネックになっている。多くのシステムでは、32kHz のクロック

を生成する水晶発振器と、無線通信用の PLL の基準信号となる数十 MHz のクロ

ックを生成するために水晶発振器が用いられている。 
これらを集積回路内の発振器や、集積化可能な MEMS（用語 10）素子を利用

した発振器で置き換えるための研究開発が行われている。数十 MHz のクロック

については、高 Q・高安定な MEMS 素子を使った発振器で置き換える手法が検

討されている。しかし、無線通信用途では、周波数の安定性や精度に加えて信号

の時間軸の揺らぎであるジッタが小さいことが求められるため技術的ハードル

が高く、水晶発振器の代替となる実用的な発振器技術は実現していない。 
一方、低ジッタな発振器技術として、GHz 帯で動作する高 Q な圧電共振器を

利用する手法が提案されており、極めて優れた性能が実現できている。また、

MEMS 技術で作成する一部の圧電共振器は集積化できるため、水晶発振器が抱



える実装上の課題も解決できる。しかし、製造工程や電源電圧・温度の変化に起

因する周波数ばらつき（PVT ばらつき）が発振器の周波数可変レンジよりも一般

的に広いため、ターゲット周波数の信号が得られない可能性があることが実用上

の課題だった。 
 
●研究成果 
 伊藤准教授らは、これらの問題を解決するための新規アルゴリズムであるチャ

ネル調整技術と、それを用いた PLL（図 1）を開発した。この技術は 2 つの PLL
を接続したカスケード PLL の構成を利用する。まず、高い周波数分解能を有す

る初段 PLL が、フィードバック制御がかかっていない自走状態で発振器の周波

数を測定し、圧電共振器帯域内で動作できるように出力周波数を決定する。その

後、フィードバック制御を行い、その目標周波数にロックさせる。 
後段 PLL の参照信号は前段 PLL から供給されるが、その周波数情報はアナロ

グ信号（図 1 中の f1st）とデジタル信号（N2nd）で、位相情報はアナログ信号（f1st）

で伝えられる。周波数チューニングレンジが広い後段の PLL は、初段 PLL の圧

電共振器の周波数ばらつきを補正するようにデジタル信号（N2nd）を使って周波

数逓倍比を設定する。このような自動的に動作周波数レンジ（チャネル）を割り

振るアルゴリズムがチャネル調整技術であり、製造ばらつきや温度依存性が比較

的大きい圧電共振器も利用できるようになる。また、ばらつきが大きい圧電共振

器が利用できる以外に、以下のメリットがある。 
(1) 初段 PLL のアナログ出力信号 f1st（後段 PLL の位相参照信号）の位相雑音

は、それが圧電共振器を用いた発振器で決まるように設計することで極めて小さ

くできる。さらに、この参照信号の周波数は高いため、後段 PLL のループ帯域

を広く設計できる。したがって、後段 PLL 出力信号の位相雑音の大部分が初段

PLL の位相雑音で決まるように設計できるため、最終的な出力信号の位相雑音を

小さくできる。また、参照信号の周波数が高いため、後段 PLL のループフィル

タの物理的サイズを小さくできる。 
(2) 初段 PLL は 32kHz の参照信号で低速動作するため、小さい電力で高ビッ

トのΔΣ変調器（用語 11）が利用できる。本回路では 20bit のΔΣ変調器を使用

しているため、1ppb（用語 12）以下の周波数分解能が理論上実現できる。 
同回路は、最小配線半ピッチ 65nm（ナノメートル）のシリコン CMOS プロ

セスで試作した（図 2）。同回路は約 9GHz の信号を出力し、180fs の RMS ジッ

タを 12.7mW の消費電力で実現した（図 3）。これは-244dB の FoM に相当し、

小数点分周（フラクショナル N）PLL としては世界トップクラスの性能である（図

4、5）。 
 









介、東工大 博士後期課程 1 年)、Takayoshi Obara (小原崇義、東工大 修士課

程 2 年)、Naoki Noguchi (野口直記、東工大 修士課程 2 年)、Koji Kamisuki (紙
透航志、東工大 修士課程 2 年)、Yao Jiyang (東工大 昨年度修了)、Shinsuke Hara 
(原紳介、NICT)、Dong Ruibing (董鋭冰、NICT)、Shiro Dosho (道正志郎、東

工大 特任教授)、Noboru Ishihara (石原昇、東工大 特任教授)、Kazuya Masu (益
一哉、東工大 教授) 
 
【用語説明】 
用語 1：圧電共振器 
圧電膜を利用した共振器であり、FBAR (Film Bulk Acoustic Resonator)や SAW 
(Surface Acoustic Wave)共振器などがある。GHz 帯で高い Q 値(用語 5)を有する

ため、低雑音発振器への利用が検討されている。 
 
用語 2：位相同期回路 (Phase Locked Loop、PLL) 
フィードバック制御により外部入力信号(参照信号、リファレンス)に位相が同期

した別の周波数の信号を生成する電子回路。 
 
用語 3：性能指数 (Figure of Merit、FoM) 
発振回路の性能を比較するための指標である。数値が低いほど性能が良い。 
FoM = 位相雑音 － 20log10(発振周波数/離調周波数) + 10log10(消費電力[mW]) 
 
用語 4：水晶発振器 
圧電材料である水晶を共振器に用いた発振器であり、無線通信システムなどで参

照信号源として広く利用されている。高周波圧電共振器と比較して、周波数精度

や安定性が桁違いに高いことが特徴である。 
 
用語 5：Q 値 
共振回路の共振のピークの鋭さを表す値。この値が高いほどピークが鋭い。水晶

共振器の Q 値は数万程度、圧電共振器の Q 値は数千程度、一般的な LC 共振器

の Q 値は数十程度である。 
 
用語 6：ジッタ 
信号の時間軸方向に発生する揺らぎ成分。雑音。 
 
用語 7：フェムト (femto、f) 
国際単位系における接頭辞の一つで、10-15 倍の量。 
 



 
用語 8：dB (デシベル) 
電気工学等の分野で、物理量をレベル表記する際に使用される単位。 
 
用語 9：小数点分周 (フラクショナル N) PLL 
PLL に入力する参照信号の整数倍の周波数しか出力できない整数分周 PLL に対

して、参照信号の分数倍で出力信号を変化させることができる PLL であり、帯

域内の任意の周波数が生成できるメリットがある。 
 
用語 10：MEMS (Micro Electro Mechanical Systems) 
シリコン基板などの上に微小な機械要素部品や電子回路などをまとめたデバイ

ス。プリンタヘッドや加速度センサなどがある。 
 
用語 11：ΔΣ変調器 
アナログデジタル変換器やデジタルアナログ変換器で利用されている技術であ

る。小数点分周 PLL では、出力周波数を決める分周器の分周比をある一定の割

合でランダムに切り替えて小数点分周を実現するために利用される。 
 
用語 12：ppb 
パーツパービリオン(parts per billion)の略であり、10-9 倍。 
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